



本 間 千 景
はじめに
「保護国」期韓国において、唯一の官立教員養成機関であった官立漢城師範







整備は重要課題であったが、結論 を先取 りすれば、むしろ朝鮮人の 「高等教育




















需要には充分 に応 じうる」 としている。「経済的」 というのが廃校の一つの大
きな要因であったと筆者 も考えている。では、具体的に統廃合がどれほど経済
的だったのであろうか、 また、統廃合の理由は果たしてそれだけでなのだろう
か。本稿では 「経済的」理由の根拠 を明 らかにするとともに、他の要因につい
て も検討 し、官立漢城師範学校が廃校 に至るプロセス とその意味を明 らかにし
たい。
本稿の課題 として、第一 に、「併合」直後 の官立漢城師範学校 とその他の高
等教育機関が どのような状況に置かれていたのかを明 らかにする。 日韓双方の
新聞記事 を史料に、官立漢城師範学校で起 こった騒擾事件が、他の高等教育機
関に波及する過程を明らかにし、総督府が これらの高等教育機関に対 して、 ど
のように対処したのかを検討 したい。
第二 に、稲葉 ・佐藤 の研究に学びつつ、「併合」直後の朝鮮総督府内部にお
いて、 どのような教員養成制度案が提示されたのかを分析することにより、 ど
のようなプロセスを経て、官立漢城師範学校が高等普通学校 に統廃合されるに
至ったのかを明らか にす る。「保護国」期から第一次朝鮮教育令制定半年前 ま
で教育政策の中枢にいた学務課長隈本繁吉の残 した文書をもとに、総督府内部
で提示された教育制度案の変遷 を辿 る。また、韓国 「併合」 を機 に、 日本 「内
地」においても、朝鮮初等教育機関の教員養成について、様々な議論がなされ
ていた。 この点について、主に 「併合」当時の日本の教育雑誌 においてどのよ
うな議論がなされていたのかを分析する。






1韓 国 「併合」 と官立漢城師範学校
1910年8月22日 、韓国は日本に 「併合」され、完全 な植民地 となった。 ここ





時頃に漢城師範学校学員10余 名を一切捉 えた とい う。」 と第一報を報じた。同
紙は翌9月7日 付で、「師範学校生徒幾拾名が捉えられた ことはすでに報道 し
くの
たが、更 に聞 くところによれぼ、学員学監朴齋濬氏 も捉 えられた という。」 と
して、 この一件が教員 と学生による行動であることを伝えている。さらに翌9
月8日 には 厂師範学校学員監朴齋濬氏が捉えられたことはすでに報 じたが、更
くユの
に聞 くところによれば、副教授彭■獻氏 も捉えられた という。」 として、教授
2名 が この件に関わっていた と報 じている。
この事件の余波は、官立漢城高等学校 にも及んだ。『漢城新聞』は、9月8
日付一面で、「官立漢城高等学校では該校一般学員 と父兄 に通牒 し、各其の子







たが同部 では統監府に越交した という。」 とあ り、官立漢城師範学校での一件
が、教授 レベルでは官立漢城高等学校へ連鎖 したことを示している。
官立漢城師範学校での事件について、『漢城新聞』はこれ以上報 じていない




いう。」 として、事件の全貌を簡潔に伝 えている。 ここで初 めて捕らえられた
理由が 「合邦に反対」 ということ、そして 「断指血書 して同盟退学」 という抗
議行動が起 こされた ことがわかる。
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この事件 に関 して、日本の新聞では、 もう少 し詳しく報道がなされているこ
とに注目したい。
9月7日 付 『萬朝報』は、「不穏なる檄文」 との見出しで次のように伝 えて
いる。
四日当地及び各道の学校生徒に宛て、亡国の我等安閑として 日本の教育を
受 くべきに非ず、宜しく此際同盟して無期休校 し以て大 に決す る所 あれ と
の檄文 を郵便にて配布せ しものあり、之が為 め当地官立師範学校生徒間に
不穏の挙あり首魁 と目すべき者 を引致取調中なるが、同檄文は地方にも多
数配布 され し形跡 あり、警察 にては其取締方に付多忙を極 め居れり(六 日
くユの
京城特派員発電)
この記事 によれば、師範生は 「亡国の我等安閑 として日本の教育 を受 くべき
に非ず」 として、「同盟 して無期休校」 を呼びかける 「檄文」を朝鮮各道の学
生に配布 していた。当然京城府内にある官立漢城高等学校へも送付 されていた
であろう。先の 「高校通牒」の記事か ら、官立漢城高等学校へ も檄文が配布さ
れ、 これに官立漢城高等学校側が緊急対応 したもの と推測される。
重要なのは、『萬朝報』では、『慶南日報』が報 じた 「退学」ではな く 「無期
休校」 とあることである。つまり、『萬朝報』の記事によれぼ、学生は学籍 を
残して師範学校に停 まりなが ら抵抗 を続けてい く決意を持っていた ということ
である。ほかへの影響 を恐れる当局が、朝鮮内部 において、報道を規制 してい
た と考えられる。朝鮮全体で 「同盟 して無期休校」が、師範学校内部の 「同盟
退学」 とされ、檄文の存在すら伝 えられていない。




檄文が配布 された と推測 される専門教育機関への立ち入 り調査 をしていたこと
がわかる。 この一連の動 きは、官立漢城師範学校 における騒擾事件が京城 のみ
な らず、地方 との連携へ と発展することを恐れた官憲の対抗措置であった とい
える。






他19名 は無期停学を命 じたという。」 として、事件の巓末を報 じている。事件
を 「煽動」 した とされる学生は退学になったが、教授2人 は 「移管官庁の勧告
に依 り辞免状 を提出」 した。形 としては辞職であるが、実質的 には免職処分で
ある。
こうした朝鮮内部 での限定 された報道は、「併合」当時の朝鮮 における張 り
詰めた空気を伝 えている。京城の 『漢城新聞』は曖昧ながらも翌 日に事件があ
った ことを報 じる一方、『慶南 日報』は、京城か ら離れていることと、1ヶ 月
遅れの報道であるため、比較的事件の内容を詳 しく報 じている。 これは、事件
の顛末が はっきりするまで、地方への報道が規制 されていた と見るべきであろ
う。
表1は 「併合」直前の1909年 度から5年 間の教員養成機関中途退学者数 とそ
の割合を示す ものである。 これを見 ると、1909年 度(1910年3月)で の中途退


















1909 官立漢城師範学校 141 65 一 一 冖 206 60 29.1
1910 官立漢城師範学校 174 65 一 冖 一 239 63 26.3
1911 官立漢城師範学校 冖 57 冖 81 210 348 38 10.9
1912 京城高等普通学校 冖 41 一 一 235 321 25 7.8





教員養成所は第1部(朝 鮮人)の みを示し、第2部(日 本人)は 割愛した。
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「併合」直後 に起 こった官立漢城師範学校での この 「事件」は結果的 に総督府
の 「ふるい」 となる役割を果たしたともいえるだろう。事件後 も漢城師範学校
に残った学生たち、あるいは事件後新たに募集 に応じた者たちは、総督府学部
にとって 「歓迎すべき」存在であったであろうことは想像 に難 くない。





載されている。松村 は 「現今京城における唯一の師範学校にては到底供給 し得
られざるは無論のことにて、此際是非 とも内地 より模範的教員の供給を為 さぐ
る可 らず然れ ども内地に於て既に教員不足を見 る今日并は最 も難きに属す殊に
併合早々なれば児童感化上良教員 を選択す る要ありて愈々其の供給難 を見る次
くマの
第なり本来より云へば朝鮮児童の教育は同化せれたる朝鮮教員を充つるを以て
最上策 と為す と雖 も并は早急実施 さらるべ きことに非 らず要するに朝鮮の普通
くユの
教育 は漸進主義 を執るを要す」 と語っている。また、別の ところで松村 は、朝
くユの
鮮 に 「教員養成所を設立せざるべか らず」 とも述べている。
日本においては、1907年 の義務教育年限延長に伴い教員不足が問題 になって
いた。給費が原則の師範学校は、ただでさえ地方費 に大 きく負担がかかる。卒




年9月7日 付 『萬朝報』は、「唯だ注意すべきは日本人教員の人格 と伎倆に有
之候、若 し人選を誤 り、監督宜 しきを得ざらんには、惣ち儒生の軽侮を受け、
遂には意思疎隔、感情衝突の結果、折角の好施設を破壊す るに至 るなきを必す
くゆ
べからず、これは当局者の大に注意すべき所 に候」 として、朝鮮人教育 に携わ
る日本人教員の質 を見極めるべ きことを警告 しているが、この記事 は 「保護
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韓国 「併合」後教員養成機関の統廃合
国」期に赴任 した日本人教員の質 に、しばしば問題が生 じたことをうかがわせ







る。こうした 「内地の教員不足」、「招聘教員の質」 といった問題 も踏まえて、
「併合」直後の日本においては、朝鮮 にお ける教員養成 は朝鮮でするべきであ
り、供給できないのであれば、漸進主義 をとらざるを得ないということであっ
たのだろう。
一方、1910年9月10日 の 『教育学術界』には 「朝鮮の教員養成」として次の
ような記事が掲載されている。
朝鮮の普通教育は今後可成統一の方針を採 り台湾樺太 と略ぼ同一の方法 に
依 りて実施 し且つ台湾の現制以上内地の制度に接近せ しむる必要あり而 し
て普通教育 の普及拡張 と共に最 も必要を感ず る教員の養成所 は京城に師範
学校一校あるのみなれぼ此際更に朝鮮人の教師を養成すべ き師範学校を東
くゆ
京に設置 し卒業後朝鮮教育の任に当た らしむべしとの議 あり。(下 線引用
者)
この記事は、当時の日本 における朝鮮普通教育の方針をめぐる議論の中で、
注目すべ き点 を提示 している。第一に、朝鮮 における普通教育は 「台湾樺太 と
略々同一の方針を採」るとしていなが ら、「台湾 の現制以上内地の制度 に接近
せ しむる」 という点である。植民地間の学制 は 「統一の方針を採 り」つつ も、
朝鮮は 厂台湾以上内地以下」 という微妙な差 を設けることが前提 となっていた
ということである。






においても同様 の新聞報道はなされていた。9月3日 付 『朝鮮新聞』には 「東
京電報」の欄 に 「朝鮮普通学校教育普及の為め東京に師範学校を設 けて朝鮮人





で本島人教員養成がなされてお り、教員養成 目的で師範生 を留学させるといっ
た ことは、行われていなかった。





とする者に対 し、費用を給 して内地に留学せ しむるの計画あ りといふ。」 とあ




結局、教員養成のための朝鮮人 日本留学 は、実現 しなかった。一つには、経
費節減の問題が あるだろう。「保護国」期に給費 ・寄宿制度を導入した結果、




1910年9月 の 『教育学術界』によれば、朝鮮に対 し 「新たに国庫 より支出せ
る千七百万円の半ば教育費に使用し、土木費、殖産奨励費、各救済費順次之に
ゆラ
亜 ぐという」 とある。 このような状況の下、教員養成のための朝鮮人日本留学
というのは、朝鮮の現状 を知 らない日本内部での議論であった。
また、朝鮮人教員養成 のための日本留学が実現 しなかったもう一つの理由 と
して考えられるのは、高等教育 を受けた朝鮮人の抗 日運動 を恐れたか らではな




組織 され、抗日活動が活発に展開されていたことはよく知 られている。先 に述
べたように、師範学校ではすでに 「併合」に抗議する騒擾事件が起 きていた。




本節で は、「併合」直後か ら第一次朝鮮教育令制定に至 るまでの、朝鮮総督
府内部 における教員養成制度案の展開をみてい くことにする。史料 としては、
『日本植民地教育政策史料集成(朝 鮮篇)』(以 下、『史料集成』 と記す。)所 収
「旧韓末教育史資料一幣原坦 ・隈本繁吉関係文書一」(以 下、「隈本繁吉文書」
く　の
と記す。)を 用いる。隈本繁吉は、1908年3月 韓国政府の招聘 に応 じ、韓国学
部書記官 として赴任 し、官立漢城外国語学校長 も兼任 した。「併合」後1910年




付の確定できない史料が多い。 この点を史料の内容か ら推定 していかねばなら
ないことをあらかじめお断 りしてお く。隈本は第一次朝鮮教育令発布前の1911
年2月17日 、台湾総督府 に内務部学務課長 として転任している。したが って、
隈本が 「併合」後の教育政策の立案に関わったのは、台湾へ赴任した1911年2
月17日 の直前 まで と考えられる。「隈本繁吉文書」は、隈本が赴任 した1908年
から韓国 「併合」 を経て、台湾へ赴任する1911年 までの期間の学部の内部資料






隈本繁吉が 「併合」直前の1910年7月 に起稿、8月 初旬 に改稿 し、学部次官に
提出 した ものである。「学政二関スル意見」は、「隈本繁吉文書」の中で韓国













タルモノナリ」 とある。のちに第一次朝鮮教育令第3条 に 厂教育ハ時勢及民度
二適合セシムルコ トヲ期 スヘシ」 という教育方針が明示 され るが、「併合」直
前の この時期 には、「民度実情二応シ」 と記されている。その 「民度実情二応
シ」た中等教育機関 とは 「実業的学校」であ り、既設の師範学校、高等学校、
外国語学校 も 「実科ノ教育 ヲ重視セリ」 とある。た しかに師範学校 は教員を養
成する]職業専門学校であるが、外国語学校 も語学のみにとどまらず 「簿記其他
くヨの
実用的学科」 を授 け 「卒業後直二社会二出テ実務二従事セシムル目的」 とした。
注 目すべきは 「高等学校モ日本ノ中学校 ト異ナ リ実科中学 ノ組織 トナシ」、「卒




置づけていた。つまり、朝鮮 における高等学校 は 「中等教育」機関ではな く、
日本の中等教育機関と同程度の 「実科高等教育」機関 という位置づけであった。
次に 「第三章 私立学校ノ監督」を見てみよう。 ここでは 「併合」直前に、
統監府が私立学校の教員養成 について どのように考えていたのかを示 している。
…私立学校 ヲ経営セシメンニハ先ツ教員ノ養成 ヲ緊要 トス然レ トモ師範学
校ノ拡張ハ多額ノ経費 ヲ要シ財力ノ許ス所ニアラザルニ依 リ現在ノ私立学
校教員二対 シテ短期 ノ講習 ヲ施 シ学校教育ノ本 旨及其経営ノ方法並教授訓











しか しなが ら、すでに明らかにされているように、「保護国」期には多 くの
私立学校で、法令では認められていない ものの独 自の教員教育機関を設 け、自
くヨの
ら教員養成を行い救国教育運動が展開されていた。 こうした経緯から、統監府
は私立学校の教師こそ植民地統治上最 も慎重 に注意を払わねばならない と考え
ていた。 そこで隈本は、私立学校教員について短期講習 により 「頭脳 ヲ改善」
し、統監府の教育方針徹底 を図ろうと考えた。隈本が記しているように、「保
護国」期 にも教員講習会は行われていた。主に官立漢城師範学校で短期速成さ
れた教員 を対象 としたが、私立学校教員に対 しても受講するよう呼びかけられ




を企図 していたこともわかる。「保護国」期 にはすでに私立補助指定校 に日本
くヨみ
人教員を配置 していた。隈本は、同様 に経費の許す範囲で私立学校にも日本人




高等教育機関のいずれ も実科教育 を授ける機関 と位置づけられていた。また、
私立学校の監督上、官による教員養成の必要性は認識 していた ものの、経費的






通学校及官立諸学校整理案」 は、内容か ら見て、隈本がおそらく前述の 「学政
二関スル意見」 とほぼ同じ頃執筆 し、後に修正が加えられた ものであろうと推
定される。
その 「官立師範学校」の 「実施 ヲ要スル事項」 には、以下のようにある。
(欄外に 「 」削ル、 とある部分は見やすいように[:コ にした。ルビは修正
を加えられた部分を示す。)










これをみると、隈本は当初、官立漢城師範学校 をその まま引き継 ぎ、「朝鮮
師範学校」 と名称 を改めることを考えていた。名称については 「学制案修正要
点」に 「内地人学校 ト混同シ易キ学校名ニハ特二 『朝鮮』ノニ字 ヲ冠スルコ
くむ
ト・セリ」 とあることか ら、 これを踏襲 したもの と見 られる。また、朝鮮師範
学校に1ヵ 年の予科及1ヵ 年の第二部を置 くことを想定 していた。つ まり、当
時の日本の師範学校に準 じた教員養成機関 として、朝鮮師範学校を考えていた
わけである。それが後 に、予科 ・第二部に関する記述が削除 され、「朝鮮師範
学校」が 「教員養成所」 に修正 された。また、「希望事項」 として、職員の選
定 は日本人を主 とし、 日本 の師範学校 と同様寄宿舎制を採 ることが記されてい
る。
次に、同史料 「官立漢城高等学校及官立平壌高等学校 実施 ヲ要スル事項」
を見てみよう。「名称」の項 には 「高等学校ハ朝鮮高等学校 ト改称 シ官立漢城
高等学校 ヲ京城朝鮮高等学校、官立平壌高等学校 ヲ平壌朝鮮高等学校 ト改ム」




















すべ きは 厂京城朝鮮高等学校ノ専修科 ト外国語学校 ・法学校現在生徒 ノ処分」
である。 ここでは、「京城朝鮮高等学校」の専修科に法学科 ・国語科 ・外国語
科を置 き、官立外国語学校国語科(日 語科)及 びその他の外国語部、官立法学
校の各々の生徒を収容 し、国語科の生徒 は将来公私立学校の教育及他の業務に
従事すべき者 を養成 し、法学科 は 「将来募集人員ヲ減シテ漸次生徒数ヲ少クス
ルコ ト」 とし、外国語科は新たに生徒を募集せず 「自然消滅二至ラシムコ ト・
ス」 とあり、官立の高等教育機関の処分が提案されていた。改めて先の師範学





　 　 　 　 　 のの
じめに 「曩二諭告シタル施政ノ綱領二基キ…(中 略)… 方案 ヲ立テタ リ」(傍
点引用者)と ある。1910年8月29日 、韓国 「併合」が公に発表 され、統監寺内
正毅 は、「施政ノ綱領」を諭告 した。「曩二諭告シタル施政ノ綱領」 とは、 この
ことをさす。
では、「朝鮮学制案ノ要旨」の内容 を検討 してい こう。「高等学校」の項には、
以下の ように記されている。
高等学校 ノ名称及修業年限共二旧来ノ儘i二存セリ専修科及 ヒ師範科 ヲ附設
シタル所己存ノ組織 ト相違スル点ナ リ…(中 略)… 師範科ハ普通学校ノ教
師タラン トスル者 ヲ養成スル所ニシテ官費生 トナシ義務年限ヲ負ハシムベ
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シ 各高等学校ニモ漸次師範科ヲ附設スル要アランモ今ハ中央ノー高等学
校ニノ ミ附設スル ヲ以テ足 レリトセン次二中学校卒業ノ母国人若干ヲ教育
シテ普通学校ノ教員 トシ朝鮮人 ノ教師二伍シテ初等教育二当ラシムルコ ト
必要ナ リト認メタルニ依 リ教育講習科ノー機関ヲ設ケ之ヲ中央ノ高等学校
二設置スルコ ト丶セリ
従来ノ師範学校 ト高等学校 トヲ比較スルニ普通教育ヲ授 クル点二於テハ共
二同一ナ リ唯師範学校二在 リテハ高級二於テ教育二関スル学術ヲ加フル ヲ
異ナリトナスノミ此ノ目的ハ前述ノ如ク高等学校 ノ上二師範科ヲ設クルノ
ミニテ十分二達シ得ベ シ故二従来ノ師範学校ハ 自今高等学校二改造シ以テ
ロの一面ニハ学統ノ分立 ヲ避ケー面ニハ経費節約 ヲ図ラン トス
この時点での最 も大 きな改革 は、高等学校に師範科を置いたことである。そ







ン トは、「官費生」にある。官立漢城師範学校 は、私費生 ・および通学生を認
めていたが、原則的には官費給与 されていた。『朝鮮総督府統計年報』によれ
ば、1910年3月 末の官立漢城師範学校生徒数は、本科141名 、速成科65名 の計
206名 で、年間経費は99,335円 、官立漢城高等学校 は、生徒数164名 で、年間経
ロの
費 は17,621円 となっている。単純 に頭割 りすると、師範学校 では一人 当た り




本科第二部 とは、師範学校 と中学校 に共通の普通科 目を習得 している者に対 し、
1年 もしくは2年 の教育科 目を教授するとい うシステムである。しかしなが ら、
「朝鮮学制案ノ要旨」 と決定的に異なるのは、日本の師範学校第二部が師範学

















高等学校 に一科 を設けて、そ こに教員養成機関を移す という点であった。厂学
統ノ分立 ヲ避ケル」 というのは、そういうことである。
もう一点注 目すべきは、「中学校卒業 ノ母国人(日 本人一引用者註)ヲ 教育











であれ、 日本人教員聘用困難の状況 に変わ りはない。そこで、日本人の普通学
校教員養成の議論が持ち上が り、その機関 もやはり高等学校に設置 しようとい
う提案がなされたわけである。
また、「朝鮮学制案ノ要旨」では、従来の 「高等女学校」 を 「女学校」に改









メ リッ トが大 きかった。朝鮮 においてもこの点が重視 されたのではないかと考
えられる。
しかしながら、 この時点では師範学校 と高等学校の統廃合については検討さ
れていたが、官立漢城師範学校在学中の学生の処遇をどうす るか とい う点につ
いては、全 く考えられていなかったようである。
④ 「学制案修正要点」
「学制案修正要点」は、本史料の冒頭 に、「朝鮮学校制度(御 下附案)ヲ 拝
読 シ更二熟考 ヲ加ヘタル結果曩二閣下ノ閲覧ヲ辱クシタル学制案(原 案)二 修
くゆ
正 ヲ加ヘタリ」 とあることから、先の 「朝鮮学制案ノ要旨」を受 けて、隈本繁
吉がい くつかの修正点を提示 したものと考えられる。その 「高等学校及教員養
成」の項には、次のようにある。
(甲)高 等学校ノ修業年限ハ4箇 年 トシ第3学 年修了後二在 リテハニ種二
分チAハ 修業年限2箇 年 ノ師範科二進マシメBハ 農業 ・商業 ノ実科ヲモ兼
修セシム、但シ第2、 第3学 年二在 リテモ実科ヲ課スルコ ト・ス
(乙)京 城高等学校二師範科 ヲ置キ師範教育ノ本体 トス、師範科ノ生徒ハ
高等学校第3学 年修了以上ノ学力 ヲ有シ人物操行優良ニシテ体格強健ナル
者ヲ選抜スルコ ト・シ学資ヲ補給ス、服務年限ハ制度案二従 フ
(丙)現 在 ノ師範学校ハ教員養成所 ト改称シ前項師範科ノ生徒ガ各道ノ需










語 ・外国語 ・法学ノ三科 トス(原 案 ノ儘)(以 下略)
甲 ・乙では、先の 「朝鮮学制案ノ要 旨」における高等学校での師範教育案を
具体的に提示 している。修業年限4年 の高等学校本科 を3年 修了した段階で師
範科に進むこと、師範科生徒には学資 を補給すること、それにより服務義務が
生ずることな どである。師範科が置かれるのは、 とりあえず中央の 「京城高等
学校」 となっている。 また、丙では、師範学校在学生の受 け皿 として、「教員
養成所」 を設置することになっている。つまり、 この時点で教員養成機関は、
高等学校師範科 と教員養成所が並立 して設置されている。 この教員養成所には、
日本の師範学校に設置されている予科 と第二部は設置しないこと、また、朝鮮
人教育に従事する日本人教員の養成機関 としての役割 も記 されている。「学制
案修正要点」の構想 をまとめると図3の ようになる。
以上、1911年2月 に隈本繁吉が台湾へ赴任するまでの、総督府内部に提出さ
れた教育制度案 を見てきた。教育令制定までのこの時期において最 も注 目すべ
きは、師範学校 を廃し、高等学校 に師範科を設 けて教員養成 を行 うという提案
がなされていたということである。また同様に、専門教育機関である官立漢城
法学校 ・官立漢城外国語学校 を 「処分」 し、日本の中等教育機関 と同程度であ





範学校ではな く高等教育機関に師範科を設 ける方針が 「併合」直後から提示さ





の再編過程 を整理することにより、朝鮮教育制度改編 との関連 を検討したい。
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【「保護国」期】 【「学制案修正要点」による制度案】























































繰 り返すが1907年4月17日 、 日本では義務教育年限延長 に伴 う措置 として師




修業年限が1年 間 と2年 間の二通 りあ り、修業年限1年 間の場合の入学資格は、
修業年限5年 の高等女学校 を卒業 した者、または17才 以上で これ と同等の学力
を有する者、修業年限2年 の場合の入学資格は、修業年限4年 の高等女学校 を
卒業 した者、または16才以上で同等の学力を有する者 と規定 されていた。つま
り、中学校 ・高等女学校の卒業者(あ るいは同等の学力を有する者)を 師範学
校第二部 に入学 させ、1年(女 子の場合は1年 又は2年)で 教員養成にかかわ
る科目のみを教授することとしたのである。
師範学校規程発布後の 『教育時論』には以下のように記 されている。
森文相の師範教育を刷新するや、其校舎 を宏壮にし、其制服 を一定 し、其
給与 を豊かにし、其教員 を精選 し、殊 に勅令中の変則 として 『順良信愛威
重の徳性 を涵養することを務むべ し』の文章を掲げた りしが、此時代に於
ける師範教育の大方針は、国士 として模範的なる人士、換言すれば国民の
幹部たるものを養成せん とするにあ りしが…(中 略)… 師範教育は本来一
の職業教育にして、然か も又教員免許状制度を有する吾国に於ては、必要
数丈 けをば、是非共有資格教員 を供給せざるべからざるより、目下小学教
員の大不足を補ふ為めには、如何 にして、 これに要する経費 を得べ きやと
いふ経済的の問題起 り…(中 略)… 今回の全国師範学校長会に於ても、経
済の許す限 り、成るべ く多数の卒業生を出す様 にすべ し、即はち優良なる
教員 を出すを第二とし地方費の許す範囲に於て、第一部、第二部共私費生、





こうした 「質 より量」 という日本の教員養成方針が、植民地朝鮮においても踏
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襲 されたと考えられる。 ところで、 この大量の教員需要の中には植民地への教
員供給 も含 まれていた。師範学校規程第61条 には服務義務年限が規定 されてい
るが、「特別ノ事情二依 リ地方長官ノ許可 ヲ受ケタル トキハ他ノ道府県台湾又
ハ樺太二於テ就職スルコ トヲ得」 とあり、服務義務年限の途中で台湾 ・樺太に
教員が赴任 した可能性がある。当時旧韓国は 「保護国」ではあるが一つの独立
くロ
国であったため、当然この規程 には入っていないが、旧韓国へ も多 くの日本人
くロ
教員が招聘されていたことは周知の とお りである。つまり、 日本国内だけで も
教員が不足 している上に、台湾 ・樺太 ・朝鮮半島あるいは在外指定校 と日本人
教員の需要が急激 に高まり、教員の質を問うている余裕はな く、いかにして経
費 を節減して教員 を輩出するか とい うことが第一の課題 となっていたのである。
台湾師範学校廃校の経緯
台湾 においては、1899年3月31日 、台湾総督府師範学校官制が公布 された。
本島人 にして国語伝習所及公学校の教員 となるべき者を養成する機関 として、
台北、台中、台南の3ヵ 所に師範学校が設立 され、3校 とも同年10月 より授業
を開始 した。修業年限3ヶ 年、年齢 は18歳 から25歳以下、服務義務年限は10年
と規定 された。
しかし、1902年3月 に師範学校官制が改正 され、台北 ・台中の師範学校2校





せ しめる事 にして も、猶容易に予期の人数を得る事が出来ず弁務署員や公学校












は台南師範学校 に編入せ られた り」 とあり、廃校 の理由は 「経費節減の余波」
としている。台北 ・台中師範学校 は、卒業生 を出さずに国語学校に回収 され、
一部 の学生は台南師範学校へ移管された。国語学校 にはすでに師範部が設 けら
れていたが、 これは日本人にして本島人初等教育機関の教員となるべき者の教









み独 り之を存置 して国語学校師範部乙科 と同じく、公学校訓導の養成をな
した るは、台北 と台南 と相距 る遠 く、而 して交通 の不便甚 しく、随て、台
南地方に於ける入学志望者をも、すべて台北に収容するに容易ならざる事
情 あ り、依て姑 く之 を廃止せざ りしに過ぎず。然 るに、今や、交通の機関
大 に開け、現に南端の地方よりして、遠 く台北 に笈を負ふもの続出し、南
路北路の懸絶亦昔 日の如きものなきに及べ り。即ち、当時台南師範学校を
存置 した りし理由は、今 日に於て既 に消滅に帰せ りといふべ く、之に加ふ





この記事によれば、台北 ・台南を結ぶ交通の便が発達 したので、台南 に師範




























図4台 湾 総督 府 国語学校 お よび 師範学校 の変 遷(1896～1911年)
前節で述べた 「学制案修正要点」における 「朝鮮高等学校」構想は、台湾に









の確保 はこの時期重要な問題であったに違いない。1911年 度の入学志願者数 は、
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韓国 「併合」後教員養成機関の統廃合
本科1744名(う ち入学者104名)、 速成科545名(う ち入学者90名)で あった。
前節で触れたように、台湾の台北 ・台中師範学校廃校理由の一つであった 「学
生確保 の困難」 という事態は朝鮮では起 こらず、逆に師範学校での騒擾事件が
あった後 でも、本科では16.8倍 、速成科で も6.0倍 の志願者数であった。速成
科の募集定員は60名 であったから、結局1.5倍 の入学者 を受 け入れたことにな
る。前述 したように1910年 度の師範学校退学者数が多かったことも、 この時期
の定員増 に影響があった と考えられる。では、なぜこのように 「併合」後の騒
擾事件 を経 てなお、師範学校入学志願者が多かったのだろうか。一つには、
厂併合」後朝鮮人の就業の道 として、教員 とい うのは手堅い職業であった とい
うことが考 えられる。旧韓国においては、「保護国」期 もそれ以前 も官公立の
初等教育機関教員 は官吏(判 任官)で あった。 また、「併合」が現実のもの と
なって しまったからこそ、た とえ教育現場に日本人が入 り込んでいても、朝鮮
人の教育 は朝鮮人教員の手で担いたい と考えた者 もあったであろう。いずれに






ビは朱書 きによる修正部分。以下、「朝鮮教育令制定ノ件)と 記す。)と いう文
書がある。朝鮮総督寺内正毅から内閣総理大臣桂太郎宛 となってお り、冒頭 に
総督 ・政務総監の花押、学務局長、内務部長官、学務課員の押印があり、朱書
きで修正が加えられ、その修正部分 には学務課長弓削幸太郎の訂正印が押 され
ている。 これは、 日本 に送付する直前に文書の草稿 を総督府内部で回覧 し、閲
く　の
覧者が押印した ことを示す ものである。 この文書 には、朝鮮の学制を定めるに
当 り、その重きを 「学制 ノ統一及内容ノ改善」 に置き 「民度ノ実際二適合タラ
シムル」 とある。「朝鮮教育令制定ノ件」中、二度削除されている文言がある。
「師範教育」 という語である。師範学校 を廃校 にし、高等普通学校(隈 本文書
では、高等学校)に 師範科 を置 くことが、 この文書 にも記されているが、「師
範教育」の語 は慎重 に削除 され、「教員養成」で統一されている。 日本の師範
学校第二部 と同様、中等教育機関(朝 鮮においては高等教育機関)卒 業生が短
一45一
期間で教員養成科目を受けるということに変わ りはないが、日本で師範学校の
組織内にある第二部 と、朝鮮の高等普通学校 に附設される師範科 とを峻別する
表現であろう。
同年8月5日 の 『教育時論』には、次のようにある。
拓殖局に於ては各殖民地 に施行すべき教育制度殊 に朝鮮の教育制度に関 し、
江木部長担当の下に目下調査をなしつ 〉あるが、其大体の方針 は殖民地統
治に際 し、常に政治的弊害を醸生するは高等教育 を受けたる人士に多 き事
実は、彼の英国が印度 に施せる教育制度に依 りて明白なれば、是等の点 を
参酌 して余 り高等教育 に走 らざる程度に止め、我 中等教育の程度を以て最
高の者 となすに決定 し、殊に教育の内容は萃 を去 り実に就 く、即ち実地 に
くゆ
応用 し得るの課程 を定 むる筈なりと
「併合」直後に起 こった漢城師範生同盟無期休校 は、まさにこの 「政治的弊





にお いて、師範学校 を高等学校へ移管す る理由について、「経済的」理由より
も先に 「学統ノ分立 ヲ避ケ」 とされていることの意味は、 ここにあるといえる
だろう。さらに、高等教育を受ける唯一の手段である留学 も、厳 しく制限され
く　の
た。 これは、総督府が、旧韓末 日本 に留学 していたエ リー トたちと旧韓国内に
おける愛国啓蒙運動 との連帯により運動が広がっていった経験 を踏まえての措
置だったのではないだろうか。
高等教育機関を設 けず、専門教育 と中等普通教育を統合する高等学校 を設立
し、留学 を制限す るという方針 は、「殖民地統治に際し、常に弊害 を醸生す る」
高等教育 を受けた人士を育成せず、中等教育機関を一括管理するための教育制
度整備であった と考 えられる。






ある。厂高等学校」の名称が 「高等普通学校」 に変更 されたが、当初か ら提案
されていたとお り、朝鮮における朝鮮人教員養成機関は師範学校から高等普通
学校へ と移管された。師範科の修業年限は1年 、教員速成科の修業年限 は1年
以内と規定 されている。 また、前節で触れた1911年4月 入学生の資格 は18歳以
上 とされていたが、教育令 においては年齢が二歳引き下げられている。師範科
の入学資格 は、「高等普通学校 ヲ卒業シタル者」、教員速成科は 厂年齢16年 以上
ニシテ高等普通学校第2学 年ノ課程 ヲ修了シタル者、又は之 ト同等ノ学力 ヲ有
スル者」 とある。師範科の入学資格 は、「学制案修正要点」では、3学 年修了
後 とあったが、教育令においては、4年 の高等普通学校卒業生 ということにな
った。 これに伴い 「学制案修正要点」では2年 であった師範科が、教育令では
さらに1年 に短縮された。高等普通学校 は、給費制ではない。高等普通学校修
業期間を長 くすれぼするほ ど、官費 による師範生の給費を抑 えることができる
わけである。なお、朝鮮各道においては、道地方費をもって臨時教員養成所 を
設 け、普通学校卒業者 を収容 して、6ヶ 月か ら1年 間の速成的教員養成により、
ゆラ
教員の需要に応 じることとした。
同年10月25日 の 『教育時論』には、朝鮮教育令 に対す る江木拓殖部長の談話
が掲載されている。
…明治三十九年二月故伊藤公統監 として、朝鮮統治の任 に膺 るや、先づ教
くマめ
育制度の改善 を望て鮮人の学校 を普通学校高等学校に分ちたるが、別 に成




























「併合」後、総督府内部では、師範学校 ・外国語学校 ・法学校な どの朝鮮 に
おける高等教育機関を 「高等学校」へ統廃合する構想が提示 された。その理 由
は、厂学統ノ分立 ヲ避 ケル」 ことと 「経済的」な問題であった。「学統ノ分立 ヲ
避ケル」のは、「殖民地統治 に際し、常に政治的弊害を醸生す るは高等教育 を
受けたる人士」であり、総督府のねらいは朝鮮人 に日本 「内地」 と同等の高等
教育を与 えず、中等程度の教育にとどめ、中等教育 を受ける朝鮮人を一括管理
するためであった。実際、制度案審議 と時期を同じくして、官立漢城師範学校
において無期同盟休校事件が起 こった。師範生 は京城だけでな く地方の高等教
育機関 との連携を企図してお り、官憲はその対応 に追われていた。総督府内部
















































注1.服 務義務 を除 くO内 の年 数は、修 業年限 を示す。
注2.驪 は、廃校 になった学校 。
注3.こ こで は高等学校教育機 関の統廃合 と教員養成制度 を整理 してい るため、経学院に
移行 した成均館 と、実業学校 ・専門学校 は、割愛 した。
注4.1914年4月 より、京城 ・平壌両高等普通学校に師範科 が新 設 され、 これによ り、教
員速成科 は廃 止 とな った。図中 では併記 しているが、実際 には併設 されていない。
図5第 一 次 朝 鮮 教 育 令 に よ る 高 等 教 育 機 関 の 統 廃 合 と教 員 養 成 制 度
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また、朝鮮高等教育機関の統廃合にあた り、 日本の師範学校制度改編 と、既




師範学校が廃校 になり他の教員養成機関 に代わるということは一度 もなかった。
これは、「経済的理由」(朝 鮮)・ 「経費削減の余波」(台 湾)と い う日本 と同様
の問題 を孕んでいなが ら、「学統ノ分立 ヲ避ケル」(朝鮮)、 「廃県置庁の結果」







いた 「順良 ・信愛 ・威重」の三気質 も、すでに過去ものとされていた。 日本 に
おけるこうした 「質 より量」 という教員養成方針が、少なからず植民地朝鮮 に
影響を及ぼした といえるだろう。
最後に本稿が積み残 した課題について、記 してお く。第一次朝鮮教育令によ
り官立漢城師範学校は廃校 となったが、結果 として当初の計画のように 「学統




度 は紆余曲折 を辿る。結局3・1独 立運動の翌1920年 に京城師範学校官制が発
布 され、1922年 再 び師範学校が開設された。なぜ、 どのようなプロセスを経て、
師範学校は再び設立されたのか。1910年 代の教員養成制度の変遷、及び日本人



























(4)駒 込武 『植民地帝国日本の文化統合』(岩波書店、1996年)、稲葉継雄 「朝鮮
総督府初期の教育政策一統監府時代 との連続 と不連続一」『戦前日本の植民地
教育政策に関する総合的研究 平成4・5年 度科学研究費補助金(総 合A)研
究成果報告書』(研究代表者阿部洋、1994年)、佐藤由美 『植民地教育政策の研







久保田優子 「帝国教育会 『朝鮮教育方針建議案』の作成過程」一 『教育勅語』」
『九州産業大学国際文科学部紀要』29(2004年) 、前掲佐藤由美 『植民地教育政
一51一
策 の研 究 【朝鮮 ・1905-1911】 』 な ど。 これ らの研 究 は、 日本 の 帝 国教 育 会 の
建 議が どの ようにな され、朝 鮮教 育令 制定 過程 に どの よ うな影 響 を及 ぼ したの
か を分 析 して いる。
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一 」、12頁 。
(8)「 何 に因 り捉 わ る」 『漢城 新 聞』、1910年9月6日 付。 原文 は、ハ ング ル漢 字
混 じ り文 。筆 者 に よ る試 訳、 以下 同 。 『漢 城新 聞 』 は、1898年9月5日 、南 宮
檍 、羅 壽淵 等 に よ り 『皇城 新聞 』 として創 刊 された 旧韓 末 の代 表 的民 間新 聞で
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発 行部 数約3,000部 。1910年9月14日 廃刊 。
(9)「 朴氏 も亦 捉 わ る」 『漢城 新聞 』、1910年9月7日 付 。
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年1月 、9頁 。
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(22)雑 報 「朝 鮮 の教員 養成」 『教育 学術 界』 第21巻 第6号 、1910年9月10日 、123
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育 時論 』第915号 、1910年9月15日 、40頁 。雑 報 「朝鮮 教育 方針 」 『漢 城新 聞』
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(23)「 朝 鮮教 育 方針 」 『朝 鮮 新 聞』、1910年9月3日 付 。 日本 にお け る朝鮮人 教 員
養 成 の必要 性 を説 く議論 は 「保 護 国」期 に もあった。1907年8月 、 『教育 時論』
は2号 連続 で、 朝鮮 人教育 の た めに、 日本 に特殊 師範学 校 を設 けるべ し とい う
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韓 国の部 附巻』、龍 溪書舎 、1999年 、272頁)が 、 一方 で台 湾 にお け る国語 学校
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定 され た。
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め られ、私 費留 学生 を も含 んだ厳 しい留学制 限 がな され た。久 保 田は、1911年
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として 日本 留学制 度 は ある ものの、 経費 の 問題 を理 由に実 際 には留学 を制 限す
る措 置 が とられ てい た と指 摘 して い る。
(26)前 掲拙 稿 「韓 国 『保 護 国』期 の教 員需 要 と供 給 」 『人文 学 報』第92号 。
(27)「 朝鮮 教育 主義 」 『教 育学術 界 』第21巻 第6号 、1910年9月10日 、123頁 。
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供給 」、 金英 宇 前掲 書 『韓 国近 代教 員 教育 史 一初 等 学校
(第三章IV)、 及 び朴成 泰前 掲書 『韓 国近 代学校 にお け る民族 主 義教 員養成 の成
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を参 照 され た い。
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(42)筆 者 不 詳(編 者 に よれ ば、 寺 内正 毅 か)「 朝鮮 学制 案 ノ要 旨」、 年 不詳(『 史
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1910年 の間 の師範 学校 経費 が3.7倍 に増 加 す る一 方、 高等学 校 の経費 は1.8倍 に
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、208～210頁 。






私 立 学校 の教 員 養成 につ い て は、前掲 拙 稿 「『保護 国 』期 韓 国 の教 員需 要 と
教 員 養成 教 育史 一』
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文部 省令第12号 師範学 校規 程 、1907年4月17日 公布 、1908年4月1日 施行 。
『教育 時論 』798号 、1907年6月15日 、39頁 。
1915年3月20日 、文部 省令 第5号 に よ り、師範 学校 規程 中改 正 が行 われた 。










前掲 拙稿 「韓 国 『併合 』前 後 の普通 学校 日本人 教員 聘用 」。
前掲 『台湾 教育 沿革誌 』、625頁 。
前掲 『台湾 教育 沿革誌 』、627頁 。
「台北
、台 中両 師範学校 の廃止 」 『台湾教 育会雑 誌』 第5号 、1902年6月25日 、
38頁 。
(59)こ う した措 置 は、第一 次朝 鮮教 育令 以後 官立漢 城 師範学 校 の受 け皿 とな った
臨 時教 員養成 所第一 部、 第二 部 に引 き継が れ てい る。 京城 高等 普通 学校 附設臨
時 教 員養 成 所 規 程(朝 鮮 総 督 府 令第33号 、1913年3月31日 発 布 、4月1日 施
行)に よ り、 第一部 を普 通学 校朝 鮮人 教員 養成機 関 、第二 部 を普通 学校 内地人
教 員 養成 機 関 とした。
(60)社 説 「師範 学 校 廃止 」 『台湾 教 育 会 雑誌 』第28号 、1904年7月25日 、41～42
頁。
(61)「 漢城 師範 学 校学 員 募集 広 告」 『朝鮮 総 督府 官 報』136号 、1911年2月15日 。
な お、広 告 の 日付 は2月13日 にな ってい る。
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(62)官 立 漢城 師範 学校 生徒募 集 の一 方で、 同年3月31日 、 朝鮮 総督 府 中学校 官制
中改正 に よ り、 日本 人子弟 の通 う京 城 中学校 に、 京城 中学校 附属 臨 時小学校 教
員養成 所 が設 置 され た。 「保護 国」期 には、 日本人 子 弟 の通 う小 学 校教 員 はす
べて 日本 か らの聘用 によった が、 そ の供 給 が困難 に な り設 け られた もの で ある。
台湾 で も、 日本 人 向 けの小学校 教 員 は 日本 か ら招 来 し需 要 を満 た して いたが、
「内地 人児 童 の激 増 す る につれ て
、 次第 に供 給意 の如 くな らず、殊 に(日 本 の
一引 用者 註)義 務年 限延 長 の為
、 益々不 足 を来 し、適材 を得難 い」 た め、1910
年5月7日 、 台湾総 督府 国語 学校 規則 中改正(台 湾総督 府令 第41号)に よ り、
国語 学校 に小 学師範 部 が新設 されて いた。 前掲 『台湾教 育 沿革 誌』、600頁 。
(63)「 朝 鮮教 育令 制定 ノ件 」、1911年7月12日 。韓 国独立記 念 館所 蔵。 添付 され て
い る内 閣総 理大 臣宛 「勅 令 案送 付 文 」 に は、 「勅 令 案及 理 由書 ヲ具 シ」 とあ る
が、 「勅 令案」 及 「理 由書」 と も独 立記 念館 収蔵庫 には、所 蔵 され てい ない。
(64)「 拓i殖局 教育 調査 」 『教 育 時論 』 第947号 、1911年8月5日 、39頁 。 な お同様
の記事 は 『教育 実験 界 』 に も見 られ る。
(65)註(25)参 照 。
(66)勅 令 第229号 、1911年8月23日 発布 、同 年11月1日 施 行。
(67)文 部 省 内教 育史編 纂会 編 『明治 以 降教育 制度発 達史 第10巻 』、1939年 、374
頁。
(68)「 鮮 人 教 育 の方 針」 『教育 時 論 』第955号 、1911年10月25日 、33頁 。 な お同様
の記 事 は 『教 育実験 界 』 に も見 られ る。
(69)朝 鮮総 督府 令第116号 、1911年10月20日 公布 、同年11月1日 施行 。
(70)法 学校 等廃 止 ノ件 。1911年11月1日 施行(朝 鮮 教育 令施 行 日 と同 日)。
本稿は昨年11月佛教大学大学院に提出した博士学位請求論文 「韓国 『併合』前後の
教育政策 と日本」の第三章に加筆 ・修正したものである。
[付記]「 朝 鮮教 育 令制 定 ノ件 」 は、韓 国独 立 記念 館 に展 示 され て いた もの を、同
館研 究所 の金 淳碩 先生 の ご厚意 によ り、複 写 していただ いた 。お忙 しい 中、快 く調
査 に ご協 力 い ただ き、 また貴重 な ご意見 を賜 った。 こ こに記 して、感 謝 の意 を表 し
た い。
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